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「業績管理・評価尺度についての一研究」
—行動科学的管理会計の視点からの検討ー一
久富玄理
1.はじめに
1940年代に台頭し，発展してきた管理会計研究の 1つの方法として，イ
ンターディシプリナリー・アプローチ (interdisciplinaryapproach) と呼
ばれるものがあげられる。この研究方法は経済学，社会学，心理学などの
隣接諸科学の方法論や研究成果を管理会計の研究分野に導入し，新たな視
点から管理会計上の諸問題にアプローチするものである。
このアプローチによる管理会計研究の 1つの代表的なものが行動科学的
管理会計であって，その内容には広がりがあるが，用語法としてはほぽ定
着した1), といえるであろう。行動科学的管理会計研究の焦点は企業予算に
関する諸問題に当てられることが多い。
本稿の目的は管理会計の 1つの側面である業績管理会計に焦点を当て，
行動科学的なアプローチを採用する場合の会計的な業績管理や業績評価の
在り方を検討することにある。
ジョンソン＝キャプランが指摘する会計情報の管理会計に対する「目的
適合性の喪失」を念頭に入れながら，行動科学的管理会計の特徴を踏まえ，
短期業績と長期業績の整合性，部分業績と全体業績の整合性の問題が主と
1)小菅正伸著『行動的予算管理論』中央経済社， 1992年。内田昌利著『行動管理会
計論』森山書店， 1997年。この 2冊がこれを端的に表わしている。
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して論及される。これに加えて，近年， 1つの関心事となっている比較文
化論的アプローチによる研究を紹介し，将来の 1つの研究方向を補足して
おきたい。
2.行動科学的管理会計の特徴
業績管理およぴ業績評価の在り方を検討するに際して，以下では，業績
管理・評価という用語法を用いる。したがって，管理会計システムの部分
システムとして業績管理・評価に適用する場合，これは業績管理・評価シ
ステムと表現される。というのは，行動科学的な観点からは，業績管理と
業績評価はお互いに影響を及ぽし合っているので，これを一体化して検討
するのが適切である， と考えられるからである。ここで，行動科学的管理
会計の特徴を考察しようとする意図は，その全体的な特徴が業績管理・評
価に対して大きな影響を及ぽしているからである。これは業績管理・評価
の在り方の検討にとって重要である。
既述のように，行動科学的管理会計はインターディシプリナリー・アプ
ローチの 1つの代表的なものである。その基礎には，経済学，社会学，心
理学などの方法論と研究成果がある。そして，行動科学的管理会計の主な
研究対象は企業予算にかかわる問題である。ここには，管理者行動と会計
情報との相互の影響関係を表わす諸問題が多数存在している。
管理会計システムは会計手法，会計情報の提供者である会計担当者，お
よぴ経営者，管理者などの情報利用者から構成されている。会計情報が経
営者や管理者の行動にどのようにして，またどのような影響を及ぽすのか。
行動科学的管理会計研究はそのメカニズムなどを解明し，業績管理にとっ
て有用な会計情報の特性を明らかにしようとする。この研究は会計情報の
管理者行動に対する影響に主な焦点をおきながら，会計情報の提供者と利
用者の相互の影響，利用者と利用者の相互の影響2)などを解明しようとす
2)たとえば，業績評価に関して，階層的管理組織における上司と部下の互いの行動
に対する影響などがこの例である。
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る。このように，行動科学的管理会計の考え方の 1つの特徴は人間的要索
の取扱いを中心的な研究対象としている点にある。この特徴は次の言葉に
よく表現されている。すなわち，「予算の価値はコントロール手段にあるが，
それは人間を抜きにしては存在しえない。予算は人によって編成され，人
によって修正され，人によって達成されなければならないものだからであ
る」〔Beddingtield,R., Human Behavior: The Key to Succes in Budget-
ing, Management Accounting, Vol. 51, No. 3(September 1969), p. 54〕。
人間的要素の取扱いについては，その基礎は社会学や心理学に求められ
る。たとえば，行動科学的な企業予算研究においては，予算の厳格度と従
業員の動機づけの関係，予算設定への参加と従業員の動機づけの関係とい
った問題がとりあげられるが，これらの問題の究明に際しては，予算達成
に向けた動機づけのための従業員（ないしは予算被管理者）の心理への配
慮が払われる〔Stedry,A. C., 1960 ; Becker, S. W. and D. Green, Jr., 
1962〕。人間的要索を重視するということは実質的には従業員の心理に配慮
を払うということを意味する。予算管理においては，達成目標としての予
算値は事前のいろいろな分析にもとづいて設定されるが，予算執行段階で
は事前の分析段階とは異なった状況となり，予算値がこの状況変化に適合
しない場合がありうる。このような場合，行動科学的予算管理にあっては，
条件適合的な予算の運用や執行が主張される。たとえば，予算の期中修正
や事後最適分析の適用などは予算管理システムの弾力的な運用や業績評価
を目指すものといえる。管理会計システムの弾力的運用のためには，通常，
会計情報の提供者とその利用者に相当の自由裁量の余地が残されている必
要がある。行動科学的管理会計の考え方のもう 1つの特徴は情報の利用者
にこの自由裁量の余地を大幅に認めるという点にある。行動科学的管理会
計における業績管理・評価の在り方を検討する場合，この点も十分に考慮
される必要がある。
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3.会計的業績管理・評価の意義
業績管理・評価はいろいろな次元で行われることができる。ここで，会
計的業績管理・評価の意義が明確にされる必要がある。
本稿では，会計的業績管理・評価とは会計数値を基準とした業績管理・
評価をいう。絶対的な金額であれ，比率であれ，その基礎数値が会計数値
であればよい。たとえば，標準原価によるコスト・コントロールの場合，
標準原価による原価管理，標準原価と実際原価との比較・差異分析にもと
づく業績評価がこれに該当する。予算管理もこれと似たような意義をもっ
ている。また，事業部管理における資本利益率や残余利益額にもとづく事
業部の業績管理・評価がこの例である。このように，本稿では，会計数値
にもとづいた業績管理・評価が会計的業績管理・評価として意義づけられ
ている。
企業における業績管理・評価はこのような会計的なそれのみに限定され
るものではない。問題の性質により，業績管理・評価の基準はその問題の
解決に適した次元の基準が採用される必要がある。したがって，会計的業
績管理・評価は企業の全体的な業績管理・評価からみれば， 1つの部分的
要索であるが，重要な要索である。会計的業績が結局のところ経営者に与
えられた責任である。というのは，この責任が十分に果されて，投資家に
対する経営者の受託責任が果されることになるからである。
投資家に対する経営者の受託責任は長期的安定的な利益の獲得とその成
長によって果される。会計的業績管理・評価システムの設計と運用に当っ
ては，企業の長期的業績と短期的業績，および企業の全体的業績と部分的
業績という概念的にはそれぞれ相対応する業績管理・評価が常に念頭にお
かれなければならない。というのは，企業の究極の目標はいろいろな制約
条件のもとで企業全体としての長期的安定的な利益の稼得と成長である
が，企業利益は一般的には一定期間の短期的な「期間利益」として開示さ
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れるからである。
一方，企業の全体利益とは，狭義には職能別組織における個別企業の全
体利益を意味する。これは事業部制組織においても意味は同じであるが，
この場合，各事業部の利益が全体利益に対する部分利益として明確に位置
づけられる。職能別組織の場合，各職能別の管理責任単位はすべての単位
が利益責任をもつものではないので，部分利益という概念の位箇づけは必
ずしも明確でない。全体利益は，広義には，持株会社グループ全体の全体
利益を意味する。
会計的業績管理・評価の次元を「利益」という企業目標に焦点をおいて，
全体業績と部分業績の意義が考察されてきた。職能別組織であれ，事業部
制組織であれ，また持株企業組織であれ，各部分組織に与えられる目標は
さまざまな次元のものとなる。たとえば，職能別組織においては，製造部
門は原価目標が与えられ，販売部門には収益目標ないしは利益目標が与え
られる。また，事業部制組織においては，部分組織としての各事業部の責
任と権限が実質的にどこまで及ぶかによってその業績管理の次元が選定さ
れなければならないであろう。持株会社においても，子会社の業績管理・
評価の次元はその運用形態によって異なってくる。
部分組織の業績管理・評価の次元が異なるのは，各部分組織の部分目標
の達成が全体目標の達成に効果的に貢献する， と期待されるからである。
これは目標の整合性と呼ばれる。理念的には，業績管理・評価システムは
H標の整合性をもつように設計されている。しかし，部分組織相互の関係
によっては，この整合性は必ずしも達成されるとは限らない。このような
場合，これを克服するために，システムの運用上補完的なシステムが必要
となる。たとえば．事業部に関する業績管理・評価システムにおける二重
価格制の適用はこの例である。
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4.会計情報の「目的適合性の喪失」についてのコメント
業績管理・評価システムの在り方は行動科学的管理会計の観点からどう
あるべきか。この問題を検討するに際して考察すべき 1つの重要な点は，
ジョンソン＝キャプランが指摘する会計情報の管理会計にとっての「目的
適合性の喪失」にある，と考えられる。かれらの指摘によれば，この目的
適合性の喪失の根本原因は財務会計報告書を重視することから生じる会計
数値の歪みにある。ここで，この目的適合性の喪失について，かれらの主
張を跡づけ，業績管理・評価システムの在り方の検討に役立てるという観
点から若干のコメントを加えておくことにする。
ジョンソン＝キャプランの指摘によると，「実質的に1925年までに，今日
利用されている全ての管理会計実務は開発されてしまった。すなわち，労
務費，材料費，製造間接費の諸勘定とか，現金，損益，資本に対する予算
とか，変動予算，販売予測，標準原価，差異分析，振替価格，そして事業
部の業績測定尺度である。これらの実務は，当時ますます複雑で多様とな
った企業での情報提供と統制に対する管理者のニーズを満たすように案出
された。しかし，革新の速度はこの時点で止まってしまったように思われ
る。革新的な管理会計手続きを発展させ続ける誘固がほとんどなかったの
は，おそらくは，デュポン社やゼネラル・モーターズ社のような企業によ
って開発された組織形態が，次の半世紀の間は，多くの企業のモデルとな
ると分かったためであろう」〔Johson,H. T. and R. S. Kaplan, RELE-
VANCE LOST : The Rise and Fall of Management Accounting, 
Boston, Harvard Business School Press, 1987.，鳥居宏文訳『レレバンス・
ロストー管理会計の盛衰ー』臼桃書房， 1992年， 10-11ペー ジ〕。
かれらはさらに続けて次のように指摘する。すなわち， 1920年以降も製
品の多角化や製造工程の複雑化が進展し，正確な製品原価の算定や効率的
な工程管理の必要性から，企業の管理会計システムは変革を迫られるべき
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であったにもかかわらず，製品や工程の技術発展と歩調をそろえられなか
ったことにより，製品原価の歪み，工程管理情報の遅延と過度の集約化，
企業の経済状態の変動を反映しない短期の業績測定という問題が生じた
〔鳥居宏文訳，前掲書， 11ペー ジ〕。
これがいわゆる管理会計情報の「目的適合性の喪失」の問題である。か
れらによれば，この原因の一部は20世紀における財務会計報告書の優位性
にある。資本市場の大衆化，危機直面に伴い，財務諸表監査への必要性が
増大し，監査人や規制者は，客観的で立証可能かつ実現した財務取引にも
とづく保守的な会計実務を好んだのである〔鳥居宏史訳，前掲書， 1ペー
ジ〕。製造企業における製品原価の算定（売上原価と棚卸資産の算定）に注
目すれば，この問題は以下のように説明される。
財務会計報告書に記載される会計情報は元帳の諸勘定に記録された歴史
的取引にもとづいて算定される。売上原価や棚卸資産の評価額はこの算定
にもとづいて要約財務諸表に表示される。売上高は経営の多角化が進展し
ても製品種類別に算定可能である。個々の製品種類別の売上高の合計額が
一定期間の企業全体の売上高となる。一方，費用の算定には，減価償却費
などにかかわる費用の期間配分の正確性の問題が生じる。この問題に加え
て，製品原価算定に際しての製造間接費の製品別配賦の正確性の問題も生
じる。この問題は製造間接費に関する恣意性の問題である。このように，
財務諸表に計上される売上原価と棚卸資産の評価額には製品原価の算定段
階で二重の意味で正確性の問題がある。
もし前者の費用の期間配分が正確に行われるとしても，後者の製造間接
費配賦に関する恣意性の問題が解決されないかぎり，個々の製品種類別の
売上断と売上原価の個別的対応にはその正確性に問題が残ることになる。
したがって，個々の製品種類別の売上総利益はその収益性判断のための会
計情報としては一定の限界をもっている。現行の財務諸表作成目的のため
の製品原価の算定を前提とすれば，個々の製品種類の売上高の合計額（企
業の全体売上高）が，結果的には，当該期間に帰属させられるべきすべて
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の製造費用の近似値と対応させられることになるので，企業全体の売上総
利益に関する情報は企業全体の収益性の判断のための情報としての意味は
もちうる。つまり，製造間接費の配賦にある種の恣意性が不可避的に存在
するにしても，製造直接費であれ，製造間接費であれ，当該期間に帰属さ
せられるべきすべての製造費用が製品原価に算入され，これにもとづいて
売上原価と棚卸資産の評価額の算定が行われるので，この売上総利益に関
する情報は，一定の限界のもとで，あるいは一定の条件のもとで企業全体
の収益性の判祈のための 1つの尺度になりうる。
しかし，企業経営の多角化の進展に伴い，投資家はいわゆるセグメント
別の財務情報の開示を要求する。投資家は財務会計報告書に開示されたこ
のセグメント別情報にもとづいて，事業区分別の将来にわたっての収益性
を判断し，これに加えて，企業全体の将来の収益性をも判断して投資意思
決定を行う。したがって，多角化経営の場合，企業全体としてひとまとめ
にされた要約財務情報のみでは，将来の投資意思決定のための情報として
限界がある。
さて，これらの情報は管理会計情報としてどの程度，目的適合性をもち
うるのであろうか。
セグメント別の情報という考え方は，元来，管理会計にその根源がある
ことに注目する必要がある。財務会計報告書におけるセグメントの設定は
一定の基準に従って行われる。というのは，この情報は投資家の投資意思
決定のための情報という意味をもつもので，このための財務情報の的確な
表示が保証されるとともに，他社の類似セグメントの財務情報との比較可
能性が保証される必要があるからである。
一方，管理会計情報は制度会計のような制約を受けることはなく，企業
独自の利用目的に応じて提供され，利用される。管理会計情報に求められ
る特性は有用性ないしは目的適合性である。
セグメントの設定も管理会計では財務会計に比してより細かく区分され
たものとなる。この相違の一例を示しておくことにする。
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次の表はK重工業株式会社の財務会計報告書におけるセグメント情報の
うちの「事業の種類セグメント情報」のための事業区分とその主要製品に
関する一覧表である。この会社は，主として日本標準産業分類に基づいて
事業区分を行っている。
各事業区分の主要製品
事業区分 主要製品
輸送用機器（海洋・陸上）事業
船舶，鉄道車両， CP（コンシューマープロダクツ）
製品
輸送用機器（航空宇宙）事業 航空機，ジェットエンジン
ポイラ，原動機，汎用ガスターピン，油圧機器，破
般機械事業 砕機，土木建設機械，産業機械，ロポット，鋼構造
物，除雪機械，防災機械，医療機械
その他事業
各種産業用機械類・石油・鋼材・空調機器等の販売
及び福利施設の管理等
（注）出所：平成3年度有価証券報告書， 64ページ
この一覧表に甚づけば，財務会計と管理会計におけるセグメントの設定
の相違は事業区分の輸送用機器（海洋・陸上）事業を例にとれば，以下の
ように説明される。すなわち，財務会計報告書においては，事業区分それ
自体が1つのセグメントとして設定されている。各セグメントに関する財
務情報が全社一括の財務情報と一緒になって投資家の意思決定のための財
務情報を形成している。
一方，管理会計上のセグメント情報としては，この事業区分に関する財
務情報は1つの情報にはなりうるにしても，たとえば，管理会計上の収益
性の判断のための情報としては不十分である。経営者の関心事は個々の主
要製品の収益性にあるといってよい。輸送用機器（海洋・陸上）事業にお
ける船舶，鉄道車輌， CP（コンシューマープロダクツ）製品といった主要
製品は顧客や市場の性格はかなり異なると考えられる。管理会計の観点か
らは，各主要製品に関する財務情報を提供すべきである。
この例示についての説明のように，管理会計においては，セグメント情
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報は，極論すれば，個々の製品種類別の財務情報である。管理会計におい
ては，経営者の主な関心事が個々の製品種類の収益性にもあるのは論を待
たないであろう。しかし，会計が財務会計報告書の作成目的を優先させる
かぎり，前述したような諸問題が生じ，個々の製品種類の収益性について
の経営者の判断が誤ったものとなる可能性がある。この種の会計情報は管
理会計目的にとっての有用性が失われてくる。これが，ジョンソン＝キャ
プランが指摘する「目的適合性の喪失」の問題である〔鳥居宏史訳，前掲
書〕。
ジョンソン＝キャプランの主張は本質的には理解されることができる
が，財務会計手続きから入手される会計情報は管理会計目的にとって全く
目的適合性を喪失してしまったのであろうか。この問題を短期的業績と長
期的業績に焦点を合わせ， もう少し検討を加えてみることにしたい。
5.短期的業績と長期的業績の整合性
階層的組織においては，管理会計の本来の目的は原価管理と業績測定を
容易にするための情報を提供することにあるが，ジョンソン＝キャプラン
によれば，この目的が期間財務諸表作成のための原価を集録するという目
的に変容させられてしまった結果，そこから生じる会計情報は管理会計目
的にとってのその適合性を喪失してしまったのである。
会計システムが財務諸表作成目的に優位性を与えるかぎり，管理者は短
期的業績尺度を重視する行動を優先させる。というのは，管理者の業績評
価は短期的業績によって行われる傾向が強いからである。
ジョンソン＝キャプランの指摘によれば，「短期の財務業績測定の役割
は，技術の急速な変化，製品ライフ・サイクルの短縮化，および製造業で
の組織上の変革によって，それ自体がむしばまれてきている。言ってみれ
ば，短期の財務尺度は，最近の企業業績の指標としては価値がなくなって
きているのである。最終製品に占める直接労務費の割合が減少したこと，
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生産設備への投資が増大したこと，企業の成功にとって知的情報や無形の
資産の蓄積による貢献が大きいことなどすべてが結合したので，妥当な短
期的利益尺度を得るのは不可能なのである〔鳥居宏史訳，前掲書， 233ペー
ジ〕。かれらは，この短期的利益尺度の管理会計にとっての無意味さを説明
する一例としてパーソナル・コンピュータ用のソフトウェア生産企業の利
益測定を仮定して，次のように説明する。すなわち，「大部分の期間“費用”
は，（もしまだ帳簿上償却されていなければ）現在の製品品種に対する開発
費の償却額に，将来の製品生産の開発費を加えたものである。明らかに，
企業生命の源である現在と将来の製品開発に対する費用認識のタイミング
は，かなり恣意的かつ主観的である。結果として，いかなる短期の利益測
定も一四半期はもちろん，ことによると 1年でさえー企業の経済的富にお
ける変化の妥当な尺度ではないだろう〔鳥居宏史訳，前掲書， 234ペー ジ〕。
特定のソフトウェアに対しては，製品の存続期間全体での収益性は管理上
も適切であり，かつ比較的容易に測定される。しかし，製品のライフ・サ
イクル内のある短期間にこの全体的利益を配賦しようとすることは，恣意
的であり実質的に意味がない〔鳥居宏史訳，前掲書， 234ページ〕，と指摘
する。
短期的利益尺度が管理会計目的にとっての適合性を欠くとすれば，どの
ような代替案が考えられるのか。かれらは次のような提案を行う。すなわ
ち，「ライフ・サイクルの短い製品をもつ企業は，大きな当初の現金支出額
と，それに続く大きな正味現金収入額によって特徴づけられるが，……今
日でも， 1ヵ月，ー四半期あるいは 1年のいずれであろうと，製品ライフ・
サイクル内の任意の短期間に，全体の利益を配賦しようとすることは決し
て意義あることではない。期間財務業績の測定に対する代替案は，製品別
もしくはプロジェクト別に投下された現金を記録し，そして商業ベースに
のった後，現在の売上高，販売価格および製造原価を所与として，現金投
資額全体が回収される比率を測定するというものである。このような手法
を用いれば，製品やプロジェクトに対するライフ・サイクル予算編成の実
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務へとつながり，短期的利益尺度の恣意性が持ち込まれることはない〔鳥
居宏史訳，前掲書， 235ペー ジ〕。
ジョンソン＝キャプランの指摘によれば，短期的利益尺度は管理会計目
的に対してその適合性が小さくなっている。しかし，この尺度も今日でも
なお管理会計情報としての有用性を保っているのではないだろうか叫
いま，ある企業が長期的な製品開発計画を実施している， としよう。図
1に示すように，この計画は，毎期，主要新製品を 2種類，既存製品のマ
イナー・チェンジによる製品を 3種類ずつ開発することを目標にしている。
図1において，製品 PtImj1は当期（第 1期： t1)に主要新製品として市場
で販売を開始される製品を意味する（以下， Pt1mh,……Ptsmj2の同じよ
うな意味をもつ製品である）。製品 Pt1mi1は既存製品のうち需要換起のた
めにマイナー・チェンジののち，当期に市場で販売を開始される製品を意
味する。
t1 t2 ta ti お
製品開発計画I|PhmiJ.Phmi21匹mji,Pt皿j21ptamjJ.Ptsmj21即mh,P血mj2I匹mj,Pt皿i2I 
（メジャー ）
製吃り日IIPhmp1;；mp;Iml21匹mp1;；mp;2m12|ptam;;；mp;3ml2|Pt4m;し•こ~mi21P呻m;;;mPJs畑m辺 1
図1 製品開発の期間計画
t1期の売上高については，図 1に示された製品，およびその他の既存製品
の売上高が個別的に把握されることができる。その合計額がこの企業の全
体売上高になる。
一方， t1期の売上原価およびその他の諸費用については，ジョンソン＝キ
ャプラが指摘する既述の問題が生じるのは事実である。
経営者は長期的安定的な利益の稼得および成長を企業目標として設定し
ている。新製品の開発などもこの企業目標を達成するために計画的に実施
3)ジョンソン＝キャプランも短期の尺度であってもキャッシュ・フロー情報につい
ては一定の価値を認める〔鳥居宏史訳，前掲書， 235ページ〕。
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される。市場性のある新製品の開発が順調であれば，利益も安定的に稼得
される。新製品の研究開発投資額は企業戦略の観点から一定額は確保され
なければならない。新製品が開発されると，その製造のための設備投資資
金も必要となる。さらに，新製品の宣伝・広告などのための諸費用も発生
する。これらの費用は財務会計手続きにおいては期間配分されるものもあ
れば，期間費用と一括処理されるものもある。既存製品にかかわる費用も
同様な会計手続きにしたがって計算される。
さて，財務会計制度ではその会計処理に際して「継続性の原則」が遵守
される。財務諸表作成目的のための原価計算もこの原則を遵守すべきこと
はもちろんである。また，財務会計制度においては，収益や費用の認識基
準は確立されている。
当該期間の利益はこのような条件のもとで算定されている。個々の製品
のライフ・サイクル全期間にわたる費用が期間配分されるのは事実である
が，この期間利益（短期利益）は長期的利益の 1つの配分利益として，ま
たこれが時系列的に比較されることによって長期的利益の傾向を推測する
ための 1つの写体となりうるのではないだろうか。このような意味では，
短期的利益も 1つの業績評価尺度として機能しうる，と考えられる。
ライフ・サイクルの短い製品については，その全期間の全体利益はある
程度正確に計算されることができる。しかし，このような計算方法が適用
されることができる製品は全製品のうちどれくらいの割合を占めるであろ
うか。特定製品の全ライフ・サイクルにわたる全体利益は投資決定に際し
て割引キャッシュ・フロー法などの適用のために算定されている。そして，
これは長期的な意思決定のための管理会計情報として機能している。
個別企業をみても，経営の多角化が進展した段階では，特定製品の全ラ
イフ・サイクルにわたる全体利益が正確に算定されることができるとすれ
ば，これは管理会計情報として目的適合性が大きい。しかし，なぜ割引キ
ャッシュ・フロー法などが現在でもなお機能を果しているのか。
逆説的にいえば，期間配分される短期的利益の管理会計目的にとっての
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目的適合性の喪失を検証する場合，次のような条件が検討されなければな
らないように思われる。つまり，どの程度まで経営の多角化が進展してい
るのか。多角化のなかで，ライフ・サイクルの長さがある程度正確に測定
できる製品種類は全製品のうちでどれくらいの割合を占めているのか。ま
た，一期間のこの売上高は全売上高に対してどれくらいの割合を占めてい
るのか。これらの条件しだいでは，短期的利益は長期的利益のうちの区分
利益の 1つの写体として，業績管理・評価のための会計情報としての目的
適合性をもつことができる，と考えられる。
どのような業績尺度が会計的な業績管理・評価の基準尺度として適切で
あるのか。この一般化はかなりむずかしい。この選定は当該企業に任せる
以外はない。
6.むすぴにかえて
企業の究極的な目標は長期的安定的な利益の稼得とその成長にある。し
たがって，企業の通常の活動はこの長期的な目標を目指して行われている。
長期計画の設定，具体的には長期利益計画，設備投資計画や研究開発計画
などの設定はまさにこの長期的利益の達成を目標としている。この目標の
達成こそが企業の利害関係者の利害の調整のために不可欠である。たとえ
ば，この目標が達成されると，企業は長期的に安定した配当を実施するこ
とができ，また株価の安定した成長が期待されることができるので，企業
あるいは経営者と株主の関係も安定したものとなる。一方，長期的安定的
な利益の稼得によって，内部留保資金は豊富になり，企業と債権者との関
係も安定したものとなる。
企業の目標が長期的利益の稼得にあるとすれば，企業の業績管理・評価
システムは基本的にはこの長期的目標の達成に貢献することを志向して設
計されるべきである。この目標が達成されるか否かの判断は，個々の製品
の全ライフ・サイクルにわたる利益が個別的に正確に算定できることが前
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提となる。全体的に判断すると，このような形での利益算定にはかなりの
困難さがある。
一方，現行の社会制度としての財務会計は，継続企業などの公準を前提
として，主として年次の利益を算定している。前述の製品の全ライフ・サ
イクルにわたる利益の計算とは対照的に，費用は期間配分され．さらにこ
のうち製造間接費に該当する部分は製品別に配賦されることになる。これ
らの計算手続きのなかに，ある種の恣意性が持ち込まれる結果，製品原価
の算定に歪みが生じ，この情報は効率的な工程管理などの管理会計目的に
とっての有用性が小さくなってきた。これが，ジョンソン＝キャプランが
指摘する，管理会計目的のための会計情報の「目的適合性の喪失」である。
個別製品別に，あるいはプロジェクト別にその全ライフ・サイクルにわ
たる利益の算定は．それがかなり正確に計算されるかぎり，管理会計目的
にとっての適合性は大きい。
ところが，製造企業においても，多品種少量生産の進展にともない，生
産工程の効率的な利用の必要性から，工程が汎用化され，その結果，製造
間接費部分がますます増加する傾向にある。このような現状からみれば，
現行の原価計算制度のもとで計算される製品原価は財務諸表作成目的のた
めの情報としても一定の限界をもつように思われる。このような情報につ
いての 1つの解釈は一定の製品グループの売上高とそのグループの費用と
の対応で．そのグループの収益性の尺度とみることであろう。財務会計制
度は一定の枠組内で実施されるので，その枠組内で計算される会計数値は
目的適合性が小さくなるのは否めない。製品原価の算定に際して製造間接
費の配賦が不可避であるので．その計算プロセスに恣意性が持ち込まれる
とすれば．製品別の期間利益の情報価値は小さい。しかし．企業は計画的
に経営を行うのであるから，財務会計上の当該期間の期間利益は長期的利
益の区分利益の 1つの写体としての意味はもちうる。これは企業全体の収
益性の判断のための管理会計情報としての価値を十分にもっている。企業
は長期的利益の最大化を目指して活動するので．業績管理・評価は．まず
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この点に焦点を合わしてその在り方が検討されるべきであり，短期的業績
尺度もまたこの長期的利益の最大化と整合性をもつような形で業績管理・
評価のために利用されるべきである。短期的業績管理・評価のための業績
尺度が強調されすぎると，長期的利益の最大化に対する障害となる可能性
がある。このことは，近年，予算管理に関する比較文化論的アプローチに
よる研究成果にも現われている。この研究成果は業績管理・評価の在り方
の検討に 1つの示唆を与えている〔Merchant,K. A., Chow, C. W. and A. 
Wu., "Measurement, Evaluation and Reward of Profit Center Managers 
: A Cross-Cultural Field Study," Accounting, Organizations and Society, 
Vol. 20, Nos. 7-8 (October-November 1995), pp.619-638〕。
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